
-平成28年度事務事業実績評価表 政策№ 9 施策№ 92 事業№ 15 16

事務事業名 遠山郷ケーブルテレビ事業
会計 ケーブル 実施区分 継続

事業種別 政策 開始 17 終了
H29作成課等名 ふるさと定住支援課 H29係等名 遠山郷・中山間地域振興係 H28担当課等名 ムトスまちづくり推進課

基本計画上
の位置づけ

政策 9 市民と共に進める行政経営

施策 92 情報共有の促進

目
的

対象（誰・何を） 上村、南信濃地区の市民、事業所
対
象
指
標

指標名及び単位 28年度数値

上村、南信濃地区の対象世帯数
（戸）
H29.3.31

947

意図（どういう状態
にするか）

①上村、南信濃地区のテレビ難視聴が解消される。
②行政と地域の情報の共有化が図られる。

向上させたい上位施
策の成果指標

市民が知りたい行政の情報が十分に入手できると感じて
いる市民の割合（％）

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度実績 備考（指標変更など）

成果
指標

ケーブルテレビ加入率（％） 100 100 100 100

成果
指標

行政情報を発信する番組数
テレビ広報：10回、議会中継：４回

16 16 16 14

定性
目標

事
業
概
要

・上村及び南信濃地区は難視聴地域であるため、ケーブルテレビに加入しないと地上波の視聴ができないことから、両地区の市民が、
テレビ放送を快適に受信できるよう、遠山郷ケーブルテレビ施設の維持管理をするもの。
・遠山郷ケーブルテレビにより、当該地区の市民・事業所は、市からの情報（テレビ広報や議会中継等）を受け取ることができる。
・市内には、民間企業である株式会社飯田ケーブルテレビが運営する飯田ケーブルテレビと市が運営する竜東・遠山郷ケーブルテレビ
がある。事業に必要なセンター設備は、株式会社飯田ケーブルテレビが所有する設備を市が共用している。

事業内容 名称 活動指標

28
年
度
事
業
内
容

遠山郷ケーブルテレビの管理運営事業
１　施設利用状況
２　施設運営管理業務委託（加入者管理業務、加入者サービス業務、自
家用電気工作物保安管理業務）
３　放送センター等共用施設使用料（デジタルヘッドエンド設備、自主放送
装置、ＮＴＴ及び中電柱使用料等）
４　施設維持管理（ケーブル移設工事等）
５　伝送路無停電電源装置バッテリー交換

１　加入率
２　業務契約数
３　放送センター施設及び伝送路
４　移設工事等箇所数
５　交換箇所数

１　100.0%
２　３業務
３　１式
４　33カ所
５　0台

事業コスト 27年度決算額 28年度予算額 28年度決算額 29年度繰越額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 26,738 27,056 20,735 0 〔26 特定財源〕　分担金、使用料、諸収入
〔27 特定財源〕　分担金、使用料、諸収入
〔28 特定財源〕　分担金、使用料、諸収入

国庫支出金

県支出金

起債

その他 21,762 27,056 14,265

一般財源 4,976 6,470

人件費計（千円）② 3,218 0 3,218 0

正規職員所要時間 900 900

臨時職員所要時間

総事業費①+② 29,956 27,056 23,953 0

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

難視聴地域であるため、ケーブルテレビに加入しないとテレビを見ることができないため、加入率は100％を維持している。し
かし、加入者数は、人口減に伴い減少している。行政情報発信のための番組は、計画どおり放送を行っている。
施設の維持管理は飯田ケーブルテレビと協力し、適切に行っている。

改革改善
の考え方

①問題
点

民間事業者の参入及び人口減少に伴う加入者数の減少。
設備の老朽化。

②改革
提案

今後のケーブルテレビ事業の方向性を庁内関係部局で検討し、対応方針を定める。


